









































































































































3）2009年 7 月 9 日（木）13：30～17：50に実施。先方は、浜田真紀氏（企画グループ総括主査）と今村大輔
氏（企画グループ副主査）。当方は、櫻井純理（大阪地方自治研究センター研究員）、小柏円（大阪大学大
学院人間科学研究科博士前期課程 1年）、筆者の 3名。極めて長時間にわたるインタビューにお付き合い























































































だと、公募期間が2009年 6 月 2 日から 6 月 9 日、選定委員会が 6月16日に開催され、100点満
点中62点という審査結果にて、ネクストステージ大阪有限責任事業組合（LLP）（厳密には、そ
の組合員の矢野紙器（株））の受託が決定されている。また例えば、No. 7「障がい者就業支援
員育成推進事業」は、募集発表が2009年 8 月 4 日、実施要綱配布期間（HPからのダウンロー
































2 0 0 9年 7 月
頃から201 0



















2 0 0 9年 6 月
頃から201 0






































































2009年 8 月 1
日から201 0
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2009年 9 月 1
日から201 0
年 3 月31日 
2 0 0 9年 7 月
頃から201 0




年 3 月31日 
 
 
2009年 6 月 1
日から201 0
年 3 月31日 
2009年 6 月 1
日から201 0
年 3 月31日 
 
2 0 0 9年 6 月
頃 から2010
年 3 月25日 
No. 事業名 雇用数 
 
執行予定額（千円） 実施（予定）期間 事業の概要／受託決定先 








































　　　　　（閲覧日：2009年 8 月18日） 
No. 部局名 担当課名 
「将来ビジョン・大阪」合計 
























































































































































































































箕面市西小路 3－ 2－30 
　　　　　　（従業員数 9人） 
学校法人　豊緑学園 
豊中市宮山町 1－ 2－26 
　　　　　　（従業員数20人） 
株式会社　かんこう 


















































































































































所在地 求人番号 対象 
① 
 7 月 
 6 日 
② 
 7 月 
14日 
③ 
 7 月 
13日 
⑥ 
 7 月 
13日 
④ 
 7 月 
13日 
⑤ 
 7 月 
13日 
⑦ 
 7 月 
10日 
⑧ 
 7 月 
 6 日 
⑨ 
 7 月 
 3 日 
⑩ 
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